
1 IPv6本格普及に向けた取組

インターネット通信の新しい通信規約であるIPv6

（Internet Protocol version 6）は、ほぼ無尽蔵のIPアド

レス空間、セキュリティ強化、QoS（Quality of Service）

確保、各種設定簡素化等を実現するものであり、e-

Japan戦略等において、インターネットのIPv6への移

行は我が国の国家目標とされている。

総務省では、平成15年度からインターネット基盤全

体のIPv4からIPv6への移行に関する実証実験を実施

し、ネットワーク運用上の課題の解決や各種機器の相

互接続性確保に取り組むとともに、IPv6への円滑な移

行のためのモデルを策定してきた（図表①）。また、

本実証実験で得られた成果を諸外国に発信するととも

に、IPv6仕様適合性を認証する国際的な取組である

IPv6 Ready Logoプログラムに貢献するなど、世界的な

IPv6への移行の促進にも取り組んでいる。平成17年度

は、これまでの成果を基に、地方公共団体と協力し、

施設管理システム等IPv6の特徴を活かした魅力あるア

プリケーションを検証することにより、IPv6の本格普

及を促進する予定である。

IPv6対応の商用ISPサービスが順次開始され、OA機

器、テレビ電話、ネットワークカメラ等のIPv6対応製

品が発売されるなど、IPv6の本格普及の下地が整いつ

つあり、各府省においては、平成16年6月に改定され

た電子政府構築計画に基づき、IPv6の導入準備が進め

られている。

2 次世代ブロードバンドの整備推進

u-Japan政策では、世界のフロントランナーとして

「2010年には世界最先端のICT国家として先導する」こ

とを目標に掲げ、インフラ面においては、「2010年ま

でに国民の100％が高速又は超高速を利用可能な社会」

を実現することを謳っている。

これを受け、「全国均衡のあるブロードバンド基盤

の整備に関する研究会」において、世界のフロントラ

ンナーに相応しいインフラの条件とそれを踏まえた今

後の整備目標について、デジタル・ディバイド解消（注）

に関し、「2008年までにブロードバンド・ゼロ市町村

を解消、2010年までにブロードバンド・ゼロ地域を解

消」、次世代ブロードバンドの整備に関し、「2010年ま

でに超高速インタラクティブ・ブロードバンド（上り

30Mbps級以上）を90％以上の世帯が利用可能に」と

の目標を議論している（図表②）。

今後、こうした整備目標の実現に向け、電気通信基

盤充実臨時措置法の法期限到来も見据え、総務省とし

て次世代ブロードバンドの整備推進を図ることとして

いる。
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（注）第7節3（1）地理的ディバイドの克服参照

HULSI

セキュリティメニュー 

（ドア・窓） 

玄関　開 

台所　閉 

居間　閉 

寝室　閉 

 

照明 

ガス 

○相互接続性の確保 
 IPv6ReadyLogoProgram： 
 IPv6製品の仕様適合性や相互接続性を検証するため 
 規定のテストを通過した製品にIPv6ReadyLogoを与える。 
 ロゴを取得した認定製品同士は相互接続・作動が保証される。 
 

○IPv6対応機器が続々と市場に導入 
　（ネットワークカメラ、プリンタ、ルーター、 
　    IP電話、LSI、ビル管理システム等） 

IPv6ReadyLogo

IPv4 
端末 

IPv6 
対応端末 

サーバー等 

IPv4端末 IPv6対応端末 

支店 

支店 

支店 本部 
PDA

ノートPC

IPv4端末 

IPv6対応端末 サーバー等 

ISP B

ISP C

IPv4/IPv6並行運用 

固定アクセス網 
A

固定アクセス網 
B CATV網 移動アクセス網 

IPv4/IPv6 
対応ルーター 

IPv4/IPv6 
対応サーバー 

平成15・16年度 
実証実験のイメージ図 

主な検証項目 
○ マルチベンダー機器の 
　 相互接続・運用性 
○ ISP間の相互接続性 
○ 多様な主体間での接続性 

ISP A

家庭ユーザー 大企業 SOHO Mobile 
無線LAN

地方公共団体 

「フロントランナー」たるインフラの条件 

1．デジタル・ディバイドが解消され、100％の国民が高速
又は超高速のブロードバンドを利用できる環境が整備
されていること 

2．高度アプリケーションの利用や大容量コンテンツの発
信等情報発信にも強い上り30Mbps級以上のより高度な
ブロードバンドが広く利用可能となっていること 

3．いわゆるトリプルプレー（映像、電話、データ）等の
多様なサービスに対応できる、利用率の高いインフラ
であること 

4．品質やセキュリティに優れ、災害・障害に強く、ユー
ザーが安全・安心に利用できるインフラであること 

図表①　平成15・16年度　実証実験のイメージ図 図表②　「フロントランナー」たるインフラの条件



我が国では、DSL加入者は1,300万人を超え、光ファ

イバ（FTTH）サービス加入数は240万人を超えるなど、

世界で最も高速かつ低廉な料金によるブロードバンド

サービスが進展している。ブロードバンド利用者の増

加等や今後のユビキタスネット社会におけるICT高度

利用の進展に伴い、インターネットの基幹通信網（バ

ックボーン）のトラヒックがより一層増加することが

予想される。

このため、総務省では、平成16年2月から「次世代

IPインフラ研究会」を開催し、平成16年6月に第1次報

告書を取りまとめた。同報告書では、我が国のバック

ボーンのトラヒックが東京に一極集中している現状を

示唆するとともに、将来的なトラヒックの急増への対

応策として、ネットワーク増強に向けた技術の開発と

実用化の必要性、トラヒック制御や品質保証に関する

取組・技術開発の必要性、トラヒック分散を図る技術

上の課題検証等の必要性など、次世代のIPインフラの

強化に向けた提言がなされた（図表）。総務省では、

本報告書を踏まえて、「次世代バックボーンに関する

研究開発」を平成17年度に着手し、推進するとともに、

次世代のIPインフラ整備に関する各種課題等の検討を

引き続き進めている。

また、第1次報告書の公表後も、ブロードバンド

化・IP化の急速な進展を受けて、内外の電気通信事業

者が既存の固定電話のネットワークからIPネットワー

クへと情報通信インフラを移行する方針を示し始める

など、情報通信インフラの進化を求める動きが続いて

いる。そこで新たにIPネットワークの将来像、IPネッ

トワーク上での品質・信頼性や相互接続性の確保及び

セキュリティ確保に係る事業者間連携等について、関

係者間の共通認識を醸成し、行政として所要の施策を

検討するため、平成16年12月、同研究会を再開した。
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IPインフラの現状 IPインフラの課題 IPインフラの強化 
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1．ルーター等 
　トラヒック＞処理能力　のおそれ 　 
（世界で最もブロードバンドが普及し
ている日本発の問題） 

2．中継系光ファイバ 　 
　未利用率は約6割で推移 
　投資額は96年をピークに減少傾向　  
（ブロードバンドの普及以前に整備され
た光ファイバを使い回している状況） 

3．トラヒックの発生パターン 　 
　一部の利用者のトラヒック（Peer to 
Peer型ファイル交換）がバックボーン
（中継系ネットワーク）の大宗を占める 

4．トラヒックの東京一極集中 

5．障害連鎖 　 
　経路情報の誤り等が原因で発生 

1．超高速ルーター等の開発・
実用化が見えていない 

2．今後のブロードバンド・サー
ビスの普及を展望した光ファイ
バが欲しい 

3-1．利用形態によっては、定
額料金制では公平ではない 　 

3-2．ネットワーク全体の利用
効率が十分でない 　 

3-3．複数事業者間の品質保証
ができていない 

4．東京一極集中に伴う問題 　 
①　災害等に対する脆弱性 
②　東京の通信設備への過剰負荷 
③　地域における通信の遅延 

5．経路情報の信憑性が課題 

1．フォトニックネットワーク技術の開発 

2．中継系光ファイバの増強 　 
○ フォトニックネットワーク技術の開発 
○ 非商用ネットワークも活用 

3-1．定額料金＋利用形態に応じた
課金体系の工夫 

　例えば一定のトラヒック量を超えたら追加
料金を徴収する等（事業者側の対応） 　 
3-2．トラヒック・エンジニアリングの確立 
　トラヒックの流れを制御し、ネットワーク
全体の利用効率を最適化することが適当 　 
3-3．複数事業者間の品質保証技術
の開発 

4．トラヒック交換の分散化が必要 
　分散型バックボーン構築技術の開発等 

5．経路情報の信憑性向上が必要 

 

図表　「次世代IPインフラ研究会」第1次報告書のポイント



1 ICANNの役割

世界中の人々がインターネットを安心して利用でき

るためには、インターネットを利用する上で必要不可

欠なIPアドレス、ドメイン名等の適切な管理・調整が

極めて重要であり、現在、民間の非営利組織である

ICANN（Internet Corporation for Assigned Names and

Numbers）が、これらインターネット資源の適切な管

理・調整を行っている。ICANN各種委員会のうち各

国政府の代表者等から構成される政府諮問委員会

（GAC）には、総務省が我が国唯一の正式登録メンバ

ーとして参加し、国際的な協力体制の確立に取り組ん

でいる。

2 我が国におけるIPアドレス・ドメイン名の適切

な運営

IPアドレスは、世界的に管理を行うICANN／IANA

（Internet Assigned Numbers Authority）から地域アドレ

ス管理機関（RIR：Regional Internet Registry）に割り

振られ、RIRから直接又は国別アドレス管理機関

（NIR：National Internet Registry）を通じてインターネ

ットサービスプロバイダ等に割り振られたものをエン

ドユーザーが利用する仕組となっている。

ドメイン名は、「.com」や「.net」のような分野別ド

メイン名（gTLD：generic Top Level Domain）及び

「.jp」のような国別ドメイン名（ccTLD：country-code

Top Level Domain）の2種類に大分することができる。

「.jp」ドメイン名は日本レジストリサービス（JPRS：

Japan Registry Services）社によって管理されており、

インターネットサービスプロバイダ等の登録事業者を

通じて取得することができる。

3 インターネットガバナンスの在り方に関する議

論について

インターネットが発展途上国を含めた世界全体の社

会・経済に浸透し、その重要度が増しつつあることを

背景として、ドメイン名やIPアドレスの国際的な管理

体制の在り方をはじめとするインターネットに関連す

る幅広い課題が現在国連インターネットガバナンス作

業部会（WGIG）において議論されている。この

WGIGは、世界情報社会サミット（WSIS）第一フェ

ーズ（注）において国連事務総長に対して設置が要請さ

れたものであり、WSIS第二フェーズにおける議論に

資するべく、平成16年11月の設立以降活発に活動して

いる。総務省も、WGIGを中心とした国際的議論に積

極的に参加している。
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2001.4～ 
汎用JPドメイン名追加 

平成 

（件） 

・AD（JPNIC会員等）： 
・AC（大学系教育機関等）： 
・CO（一般企業等）： 
・GO（政府機関）： 
・OR（会社以外の団体等）： 
・NE（ネットワークサービス等）： 
・GR（任意団体等）： 
・ED（小・中・高等学校）： 
・LG（地方公共団体等）： 
・地域型（都道府県名等）： 
 
・ASCII（英数字）： 
・日本語： 

301件 
3,161件 

270,323件 
841件 

19,921件 
17,308件 
9,207件 
4,315件 
2,784件 
4,151件 

332,312件 
270,673件 
82,183件 
352,856件 

内訳（2005年4月1日現在） 
既
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ド
メ
イ
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名 
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イ
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名 

汎
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Ｊ
Ｐ 

図表　JPドメイン名の登録件数の推移

（注）第9節1（4）世界情報社会サミット(WSIS)参照



携帯電話の利用者が、加入している事業者を変更す

る際にこれまでと同じ番号を引き続き使用できるよう

にする「番号ポータビリティ」は、利用者の利便性の

向上及び事業者間の競争促進の観点からのメリットが

期待されるが、導入には相当の費用が必要なこと等か

ら、利用者の利用意向や導入の効果を十分に検討する

必要がある。

このため、総務省では、平成15年11月から「携帯電

話の番号ポータビリティの在り方に関する研究会」に

おいて検討を行い、平成16年4月、報告書が取りまと

められた。同報告書を受け、総務省は同年5月、「携帯

電話の番号ポータビリティの導入に関するガイドライ

ン」を作成、公表した（図表）。

同ガイドラインは、携帯電話の番号ポータビリティ

の円滑かつ確実な導入を図るため、携帯電話事業者及

びその他の電気通信事業者が導入に向けて具体的な検

討を行うにあたり留意すべき事項として、導入の在り

方、導入時期、実現方式、費用負担方法及び利用手続

等について示している。また、同ガイドラインにより

平成18（2006）年度のなるべく早い時期に携帯電話の

番号ポータビリティが導入されるよう、事業者間での

検討状況をフォローアップし、必要に応じ、支援、指

導等を行っていくこととしている。
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すべての方式について、同時かつ双方向で携帯電話の番号ポータビリティを導
入すること 

平成18年度のなるべく早い時期を目途に、携帯電話の番号ポータビリティを導

入すること 

「リダイレクション方式」、「転送方式」及び「併用方式」も含めて、実現方式

及び具体的な仕様を検討すること 

①  利用者負担料金 

利用者が無理なく携帯電話の番号ポータビリティを利用でき、利用者の

利用を促進するように配慮すること 

②  運用ルール 

　　携帯電話事業者間で十分な調整を行うとともに、利用したい者に対し十

分内容を周知し、番号ポータビリティの円滑かつ迅速な導入が図られるよ

う努めること 

③  利用手続 

利用したい者にとって簡便で利用しやすいものであるよう、携帯電話利

用者の意見も取り入れつつ検討を行うこと 

また、導入後においても必要に応じ見直すこと 

なお、番号ポータビリティの導入までに苦情受付窓口の設置や苦情処理

手順についても検討を行うこと 

導入 

導入時期  

実現方式 

費用負担・利用手続等 

 

 

図表　携帯電話の番号ポータビリティの導入に関するガイドライン（抜粋）



1 第3世代携帯電話システムの高度化

第3世代携帯電話システム（IMT-2000：International

Mobile Telecommunications-2000）は、NTTドコモグル

ープ、KDDIグループ及びボーダフォンの3グループに

よる提供が本格化している。

総務省では、近年の高速のデータ通信ニーズを受け、

第3世代携帯電話システムの技術の進展について調査

等を行うとともに、最大14Mbps程度の高速データ伝

送が可能なW-CDMA方式の高度化技術である

HSDPA(High-Speed Downlink Packet Access)技術の導入

に関する検討及び800MHz帯におけるW-CDMA方式の

導入に関する検討を行うため、平成15年10月に情報通

信審議会において審議を開始し、平成16年5月に一部

答申を受けた。総務省では、この一部答申に基づき平

成16年7月、無線設備規則の一部改正等について電波

監理審議会へ諮問し、同年9月に適当であるとの答申

を受けたことを踏まえ、関係省令等を制定している。

2 第4世代移動通信システムの研究開発・国際標

準化

IMT-2000の次の世代となる、いわゆる第4世代移動

通信システムを含む「新世代移動通信システム」につ

いて、2003（平成15）年6月の国際電気通信連合（ITU）

無線通信総会において、IMT-2000後継システムに関す

る実用時期・コンセプト等が、フレームワーク勧告と

して正式に承認された。また、同年7月、ITUの世界

無線通信会議（WRC-2003）において、IMT-2000後継

システムの周波数関連事項についての検討がWRC-

2007の議題に設定された。総務省では、第4世代移動

通信システムについて、2010（平成22）年頃の実用化

をめざして、産学官の連携のもと、研究開発及び国際

標準化に向けた取組を積極的に推進している（図表

①）。

3 UHF帯電子タグシステムの実現

総務省は、高出力型950MHz帯パッシブタグシステ

ムの技術基準の制定及び周波数割当に関する無線設備

規則の一部改正及び周波数割当計画の一部変更につい

て、平成17年3月の電波監理審議会答申を受けて、同

年4月に当該省令等の改正を行った。これによって、

従来の135kHz帯、13.56MHz帯及び2.45GHz帯に加え、

比較的長距離の通信が可能で新たな利活用へとつなが

る可能性のある950MHz帯での電子タグの利用が可能

となった（図表②）。なお、今回の改正は特にニーズ

の高い高出力型についてのみであり、引き続き、免許

不要の低出力型950MHz帯パッシブタグシステム及び

433MHz帯アクティブタグシステムの技術的条件につ

いて検討を行っている。
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ITU-R Rec.M.1645
移動速度 

高速 

第4世代移動通信システムで 
可能になる能力 

新ノマディック／ローカルエリア 
無線アクセス 

新モバイル 
アクセス 

高度化 

高度化 
IMT-2000

IMT-2000

通信速度（Mbps） 
場所やユーザーを特定せずに、ネットワークに相互接続 
できるようなシステム間の相互連結を示す 

低速 

1 10 100 1000

図表①　第4世代移動通信システム

ホスト 

電力 

質問コマンド 

IDコード等 

書込み 

リーダー/ライターからのコマンドによる 
※メモリーがない 
　場合もある 

IDコード 

パッシブ 
タグ 

周波数帯 
952MHz～ 
   954MHz

メモリー 

リーダー/ 
ライター 

空中線電力 
平均電力 
1W以下 

空中線利得 
6dBi以下 

図表②　パッシブタグシステムの基本的な機能



無線アクセスシステム（無線LANを含む。）は、オ

フィスや家庭内における配線を無線化するものや、喫

茶店や駅等の公共スペースに設置されたアクセスポイ

ントを利用してインターネットにアクセスするもの、

また、オフィスや家庭と電気通信事業者等との間を直

接無線で接続しインターネットにアクセス可能なもの

など、近年、急速に需要が増大している。現在、

2.4GHz帯、5GHz帯、18GHz帯、22GHz帯、26GHz帯、

38GHz帯等の周波数帯が使用され、数Mbpsから百数

十Mbps程度の大容量通信が可能となっている（図表）。

2003（平成15）年7月、世界無線通信会議（WRC-03）

において、無線アクセスシステム用として新たに

5GHz帯の周波数が世界的に分配されたことを受けて、

総務省では、我が国における制度化を図るため、同年

10月、技術的条件について情報通信審議会に諮問し、

平成16年11月に一部答申を受けた。総務省では、この

一部答申を踏まえ、必要な規定の案について、平成17

年4月に電波監理審議会に諮問し、同年4月に答申を受

け、これを踏まえ、同年5月制度化を行った。

一方、将来の新たなアプリケーション（3次元画像

や超高精細画像の伝送や、大量の情報の並列・分散処

理等）に対応するため、ギガビットクラスの通信が可

能な超高速無線LANの実現が求められており、e-Japan

重点計画-2004においても、「屋内等におけるギガビッ

トクラスの通信を可能とするため、2010年までに、干

渉・フェージング対策技術、適応高能率変調技術等を

確立する」とされているところである。こうした背景

を踏まえ、総務省では、世界最先端のワイヤレスブロ

ードバンド環境の構築に資するべく、超高速無線LAN

の実現に向けた研究開発を平成16年度から開始した。
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1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
無線インターネットアクセス 
 
 
 
1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
公共業務用無線アクセス 
加入者系無線アクセス 
 
1　無線インターネットアクセス 
2　アクセスポイントへの中継用回線 
3　オフィス等での無線LAN 
4　家庭内ネットワーク 

周波数帯 主な利用形態 

※　通信速度は、ベストエフォート 

2.4GHz 
 
 
5GHz 
 
 
 
5.2GHz 
（屋内） 
 
5.3GHz 
（屋内） 
 
18GHz 
22/26/38GHz 
 
25/27GHz

54Mbps 
 
 
54Mbps 
 
 
 
54Mbps 
 
 
54Mbps 
 
 
156Mbps 
10Mbps（P-MP） 
156Mbps（P-P） 
100Mbps　 
400Mbps 
（近距離） 
 

平成14年2月省令改正 
（高度化） 
 
平成14年9月省令改正 
平成17年5月省令改正
（高利得アンテナの
利用） 
平成12年3月省令改正 
 
 
平成12年5月省令改正 
 
 
平成15年10月省令改正 
平成10年12月省令改正 
 
平成14年2月省令改正 

伝送速度※ 無線局免許 動　向 

不要 

不要 

不要 

不要 

要 

要 

基地局：要 
端末：不要 

一部の高出力端末 
は必要 

図表　無線アクセスシステムの概要



ITS（高度道路交通システム：Intelligent Transport

Systems）は、渋滞、交通事故、環境悪化等道路交通

問題の解決を図るシステムであり、社会的基盤性が高

く国民への影響が極めて大きいシステムである。ITS

では最先端の情報通信技術を活用し電波が様々な形で

使用されており、大別して通信型、放送型及びセンサ

ー型の形態による電波メディアを利用している（図表

①）。

我が国のITSは世界的にも例のないレベルで普及・

高度化しており、累計台数では、カーナビゲーション

が1,710万台、道路交通情報通信システム（VICS：

Vehicle Information and Communication System）が1,110

万台、ノンストップ自動料金支払いシステム（ETC：

Electronic Toll Collection）が670万台をそれぞれ突破し

ている。

さらに今後一層の高度化が期待されるITSのセカン

ドステージにおいて、総務省では、民間関係団体や関

係省庁など産学官の連携を図りながら、ITS分野にお

いてもユビキタス環境を構築し、誰もが、快適に、意

のままに移動できる安全・安心な道路交通社会の実現

をめざして、普及促進・高度化、研究開発、標準化等

の施策に取り組んでいる。

ITSの普及促進・高度化として総務省では、狭域通

信（DSRC：Dedicated Short Range Communications）

について、「DSRC普及促進検討会」（事務局：（社）

電波産業会（ARIB）、（財）道路新産業開発機構

（HIDO）、（財）日本自動車研究所（JARI））、「ITS情報

通信システム推進会議」（事務局：ARIB）のほか、

「スマートウェイ推進会議」や「スマートプレート実

用化検討委員会」（事務局：国土交通省）との連携に

よりその推進を図るとともに、地域におけるITSの普

及・展開、アジア、特に中国に対する我が国のITS技

術による国際協力等を進めている。
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放送型 通信型 

センサー型 

広域型（放送型） 

広域型（双方向型） 

テレマティクス 
（25万～30万台） 

携帯電話 

狭域型 

駐車場利用管理 
自動門扉開閉／車両通門 

料金決済システム 

60ﾘｯﾄﾙでした 
5,500円です 

段差が 
あります。 

～100m

先行車 ミリ波 

車線変更します 近づき過ぎです 

約500万台が 
ETC車載器を搭載 
（2004年1月） 

Expressway  
Tollgate  

（ETC system） 

DSRC

公共道路交通情報 

VICS普及台数1000万台突破 

-VICS-（Vehicle 
Information and  
Communication 
System） 

FM 多重放送 
（地上デジタル放送） 

GPS

ミリ波車載レーダー 
（60,76GHz） 

電子タグ等で歩行者ITS

車車間通信 

図表①　ITSにおける電波メディア



ITSの研究開発では、総務省は平成16年度まで「イ

ンターネットITSの研究開発」に取り組むとともに、

ITSにおけるユビキタス環境の実現をめざし、国土交

通省のASV（Advanced Safety Vehicle）推進検討会や自

律移動支援プロジェクトとも連携を図りつつ、「ユビ

キタスITSの研究開発」を平成17年度に着手し、進め

ることとしている（図表②）。

さらに、我が国のITS関連技術をITU-Rへ提案するな

どの国際標準化に取り組んでおり、最近では、ITUに

おいて我が国の提案したDSRC-ASL（Application Sub-

Layer：5.8GHzDSRCシステム上で複数のアプリケーシ

ョンを実行可能とするアプリケーション・サブレイヤ

ー）が2004（平成16）年12月に国際勧告案として採択

された。

平成17年版　情報通信白書224

3
第

章

情
報
通
信
政
策
の
動
向

第

章
3

出口 
車線変更します 近づき過ぎです 

段差が 
あります。 

電子タグ等で歩行者ITS

携帯電話システム（3G,4G） 
によるテレマティクス 

地上波デジタル放送のITS応用 

車車間通信で安全な道路環境 

ミリ波車載レーダー 高速ミリ波伝送 

車輌IDを 
認証しま 
した。 

1番が空いています。 
駐車料金は○○円です。 

災害情報 

先行車 ミリ波 

側方車両 

高度道路交通情報 

スポット情報 

～100m

DSRC

VICS ETC

現在のITS

ユビキタスITS

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
化 

高速
化 

情
報
高
度
化 

安全・安心 

ユビキタス 
ネット社会 

図表②　ユビキタスITSの研究開発



1 アナログ周波数変更対策の着実な実施

総務省では、地上デジタルテレビジョン放送の円滑

な導入に向けて、各種の環境整備を進めている。我が

国の厳しい周波数事情において、デジタル放送用の電

波を発射できるよう、地上デジタル放送への移行に先

立ち、一部の地域において既存のアナログ放送の周波

数を変更する必要があるため、そのアナログ周波数変

更に伴い必要となる対策経費について、国が電波利用

料により措置するよう、平成13年7月に電波法の一部

改正が行われた。

また、平成13年7月には、NHK、民放、総務省の三

者からなる全国地上デジタル放送推進協議会が設立さ

れ、アナログ周波数変更の対策手法、対策経費等の概

算及び今後の進め方等について検討が進められた結

果、平成14年8月に、対策経費1,800億円程度、対策局

所数801局所、対策世帯数約426万世帯程度との見通し

等が取りまとめられた。総務省では、検討結果を踏ま

え、三大広域圏においては、平成14年8月から送信側

の対策を、また、平成15年2月から個別世帯等におけ

る受信対策を実施するとともに、その他の地域におい

ても対策を順次実施しており、平成16年度末までに

353地域の対策に着手し、世帯数では、約230万世帯

（全体の約54％）の対策を終了するなど、計画に沿っ

て順調に進めている。

2 地上デジタル放送施設整備の推進

総務省では、平成14年9月、地上デジタルテレビジ

ョン放送を行う放送局の免許方針を制定し、これに従

い、同年12月には、NHK並びに関東、中京及び近畿

広域圏内の民間放送事業者16社から地上デジタルテレ

ビジョン放送局の免許申請が行われ、平成15年12月に

はこれらの事業者が地上デジタル放送のサービスを開

始した。その後、平成16年9月には関東広域圏、同年

11月には近畿広域圏においてエリア拡大が行われると

ともに、富山県においても同年10月に放送開始され、

12月には中京広域圏の親局が定格出力となるなど、順

調に拡大している。

また、総務省では、全国地上デジタル放送推進協議

会及び各地域地上デジタル放送推進協議会の協力のも

と、平成18（2006）年末までに実施を予定している全

国の県庁所在地（親局）での放送開始の具体的な目標

時期について取りまとめ、平成16年12月その結果を

「地上デジタルテレビジョン放送開局ロードマップ

（県庁所在地）」として公表した。

地上デジタル放送を行うための施設整備を促進する

ために、「高度テレビジョン放送施設整備促進臨時措

置法」に基づく実施計画の認定を受けた放送事業者

（平成16年末までに127社認定）に対し、税制及び金融

上の支援措置を設けている。さらに、平成15年度税制

改正により対象設備の拡充を図るなど、事業者の投資

負担の一層の軽減を図るとともに、放送番組制作事業

者に対しても、国税（法人税又は所得税の特別償却）

及び財政投融資に係る支援措置が適用されている（図

表①）。

また、地上デジタル放送の普及のためにはケーブル

テレビ施設の高度化が重要であり、総務省では、ケー

ブルテレビ施設の高度化を促進するため、「高度有線

テレビジョン放送施設整備促進事業」により、税制及

び金融上の支援措置を設けている。

3 放送技術の研究開発の推進

デジタル放送により、データ放送やネットワークを

介した双方向番組など多様なサービスの提供が期待さ

れており、総務省ではデジタル放送ならではの特徴を

活かし、さらなる高度なサービスの実現に向けて、各

種の研究開発を推進している。

平成16年度には、車両等の高速移動体でのハイビジ

ョン放送受信技術の研究開発を行い、時速約160kmで

もハイビジョン放送が安定して受信できる試作システ

ムが開発された（図表②）。全国の都市部で地上デジ

タルテレビジョン放送が開始される平成18（2006）年

には、実用化が期待される。
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「地上デジタルテレビジョン放送開局ロードマップ（県庁所在地）」については、第1章第4節4（P91）参照関連ページ
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【根拠法令】 【対象設備等】 【支援措置】 

債務保証 情報通信研究機構による
債務保証 

＜高度テレビジョン 
　放送施設整備促進 
　臨時措置法＞　　 

デジタル番組制作設備、デジタル
伝送装置、デジタル送受信装置 

≪高度テレビジョン放送施設整備促進臨時措置法の制定≫（平成11年11月25日施行）による支援範囲 

※  平成17年度税制改正において、地方税（不動産取得税）の対象設備にデジタル送受信装置（親局・中継局）に係る家屋が拡充された 
※  この他、地方公共団体の金融支援として、地域総合整備財団（ふるさと財団）による『ふるさと融資』（無利子融資）がある 

高
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
施
設
整
備
促
進
臨
時
措
置
法
に
基
づ
く 

実
施
計
画
の
認
定
を
受
け
た
事
業
者 

   NTT-C･C’ 政策金融機関による 
無利子・低利融資※ 

デジタル番組制作設備、デジタル
伝送装置、デジタル送受信装置 

＜社会資本整備法施行令＞ 

特別償却15％　 
国　税 

（法人税） 
デジタル番組制作設備、デジタル
伝送装置、デジタル送受信装置 

＜租税特別措置法＞ 

財政投融資 

放送設備、中継局設備、 
土地及び建物等 

政策金融機関による 
一般財投 

［放送デジタル化推進枠］ 

デジタル番組制作設備、デジタル
伝送装置、デジタル送受信装置等 

政策金融機関による 
超低利融資 

［高度デジタル特利］ 

地 方 税 

デジタル番組制作設備、デジタル
伝送装置、デジタル送受信装置 

＜地方税法＞ 

取得後5年度分の 
課税標準を4分の3

デジタル送受信装置に係る家屋 課税標準を4分の3

金
融
支
援 

税
制
支
援 

 

【固定資産税】 

【不動産取得税】 

図表①　地上デジタル放送施設の整備に対する支援スキーム

※　左側ディスプレイの左画像は高速移動対応受信、右画像は非対応受信、右側ディスプレイの画像は従来のアナログ受信 

図表②　地上デジタルテレビジョン放送の移動受信デモンストレーション模様



平成元年の本格的な衛星放送開始からおよそ16年が

経過し、その間、衛星放送は、テレビジョン放送のデ

ジタル化・高精細度化をはじめ、放送の高機能化に先

鞭を付けてきた。他方、地上デジタル放送の本格的な

展開や通信分野におけるブロードバンド化の進展等、

衛星放送を取り巻く環境が変化しつつある。このよう

な中、平成17年3月に閣議決定された「規制改革・民

間開放推進3か年計画（改定）」において、平成17年度

内に「東経110度を軌道位置とするCSに関し、現在通

信用に割り当てられている左旋円偏波の周波数を放送

に使用できるようにすること及びその際電気通信役務

利用放送法を適用することについて検討した結果を踏

まえ、所要の措置を講ずる」こととされた。このため、

総務省では、平成17年2月に取りまとめられた「放送

分野における個人情報保護及びIT時代の衛星放送に関

する検討会」の報告書を踏まえ、同年3月には「東経

110度CSにおける左旋円偏波については、電気通信役

務利用放送法の適用対象とする」ことについての意見

募集の結果を公表し、所要の制度整備を行うこととし

ている（図表）。

また、BSアナログ放送で使用している衛星（BSAT-

1a）が平成19（2007）年に設計寿命を終えることから、

総務省では、平成19年からのBSAT-1a後継衛星による

BS放送（BSアナログ放送及び第9チャンネルを使用す

るもの）について、いわゆるハード・ソフト分離の形

（受託委託放送制度）を採ることとし、また、第9チャ

ンネル（現在アナログハイビジョン放送で使用）をデ

ジタル放送で使用するため、平成16年4月に放送普及

基本計画及び放送用周波数使用計画を変更した。その

後、本後継衛星によりBS放送を行う放送衛星局を運

営する受託放送事業者（いわゆるハード）について、

同年6月に、（株）放送衛星システムに予備免許を交付

するなど、本後継衛星によるBS放送について制度整

備その他の準備を進めている。今後は、放送番組（い

わゆるソフト）を編集する事業者（委託放送事業者）

の認定のための手続を進めていくこととしている。
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第2編　IT時代の衛星放送 

1　東経110度CSにおける左旋円偏波の放送利用の在り方について 

2　その他の課題について 

第4章　衛星放送における個別課題の検討 

①　東経110度CSにおける左旋円偏波を放送に利用する場合には、地上デジタル放送・BSデジタル放送・東経110度CS

　（右旋円偏波）デジタル放送に対応可能な三波共用デジタル受信機導入の経緯及び普及状況等を考慮すれば、電気通信役

　務利用放送制度による方が適当。 

②　当該利用の是非にあたっては、広く国民利用者の意見を求めるとともに、当該利用が是とされた場合には、十分な周

　知を行いつつ、所要の制度整備を行うことが適当。 

①　衛星放送を取り巻く環境が大きく変化しつつある中、ユビキタスなネットワーク社会の実現に貢献するためには、メデ

　ィア・国境を超えた横断的な検討が必要。 

②　独立系BSデータ放送・独立系BS音声放送の在り方、BSテレビジョン放送の在り方、プラットフォーム事業の在り方、

　衛星事業の在り方、そして、利用者利益の向上については、引き続き検討することが適当。 

図表　「放送分野における個人情報保護及びIT時代の衛星放送に関する検討会」報告書骨子（抄）

放送の高度化の推進
（2）衛星放送の高度化

衛星放送を取り巻く環境変化への取組

22



1 FTTH等によるケーブルテレビネットワークの

高度化のための技術基準の検討

ケーブルテレビネットワークの高度化が進む中、

FTTH等の形態も開始されてきたことを踏まえ、光特

有の伝送特性や放送と通信の一体的サービスの円滑な

提供等を可能とするため、光ファイバケーブルを主体

としたケーブルテレビネットワークに必要な技術的条

件について、情報通信審議会に対して「FTTH等によ

る光ファイバを用いたケーブルテレビネットワークの

高度化のための技術的条件」として平成16年7月諮問

し、平成17年3月に答申を受けた（図表①）。総務省で

は、同答申を踏まえ、技術基準の策定を予定している。

2 ケーブルテレビの高度化のための支援施策

平成16年9月末現在で、自主放送を行う許可施設の

ケーブルテレビの加入世帯数が1,726万世帯に達して

いる中、ケーブルテレビ事業者は、地上デジタル放送

等に対応すべくケーブルテレビネットワークのデジタ

ル化、広帯域化及び大容量化等の高度化を進めている。

このような事業者の取組を支援するため、財政、金融、

税制等の支援策を講じている（図表②）。
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放送の高度化の推進
（3）ケーブルテレビの高度化

デジタル化等によるケーブルテレビの高度化
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答申の概要と期待される効果 

答申の概要 

期待される効果 

１　伝送波長等を規定 
①　放送信号用光波長として1,500nm帯を規定 
②　光変調度、光波長間隔等に配慮した設備の使用 
 

○　放送サービスと通信サービスの光波長の整合性
を確保 

　⇒　通信サービスとの一体的なサービスをスムー
ズに提供可 

○　ONUの規格が共通化 
　⇒　マルチベンダー化や低価格化に期待 

【受信者】 
　戸建て・集合住宅を問わず、スムーズに放送と通
信サービスを享受 

【ケーブルテレビ事業者】 
　光関連機器の低価格化、メンテナンスや品質評価
に関する負荷軽減 

○　放送への影響評価方法を追加 
　⇒　ケーブルテレビ事業者の負荷の軽減 
 

○　FTTH等に必要な宅内・棟内性能基準 
　⇒　ケーブルテレビ事業者のサービスの導入が容
易化 

○　受信者端子以外でも性能把握が可能 
　⇒　ケーブルテレビ事業者のメンテナンス性の向上 
 

２　放送へ影響の評価方法を追加 
　従来の主観評価による判定法の他、 
　①　スペクトルマスク 
　②　客観的画質評価 
による判定法を追加 

３　性能規定点の追加 
　一定以上の線路性能を有する戸建て・集合住宅で
は、現行の受信者端子に加えV-ONUの入出力など
でも性能規定が可能 

図表① 情報通信審議会答申の概要と期待される効果

市町村が整備・運営するケーブルテレビ施設の場合は所要経費の1/3を、第3セクターが整備・

運営するケーブルテレビ施設の場合は所要経費の1/4、1/6又は1/8を国が補助する 
新世代地域ケーブルテレビ施設整

備事業 

放送型CATVシステム整備事業 

CATV広域デジタル化事業 

テレトピア地域における第3セク

ターの事業者に対する無利子融資 

高度有線テレビジョン放送施設整

備促進税制 

中小企業等基盤強化税制 

ケーブルテレビ施設を整備する際に必要な設備の資金について、日本政策投資銀行等が政策

金利による融資を行う 

デジタル放送に対応するためのケーブルテレビ事業者間の合併や共同デジタルヘッドエンド保

有会社の設立のために必要となる資金について、日本政策投資銀行等が補完的に出資する 

テレトピア地域のケーブルテレビ事業者（第3セクター）に対し、日本政策投資銀行等が無利子

による融資を行う 

中小企業者等が事業基盤強化のための設備を取得した場合、30％の特別償却又は7％の税額控

除を行う 

認定事業者※1が取得した光ファイバケーブル（幹線）の価額の5％、デジタル送信用光伝送装置

の価額の10％を特別償却する 

認定事業者が取得した光ファイバケーブル（幹線）、デジタル送信用光伝送装置の固定資産税

の課税標準を取得後5年度分それぞれ1/8、1/5軽減する 

施策名 

財政 
支援 

金融 
支援 

税制 
支援 

概　要 

※1　認定事業者…電気通信基盤充実臨時措置法に基づく実施計画の認定を受けた者 
※2　ケーブルテレビ事業者の活用が見込める主な制度を記載 

図表② ケーブルテレビに対する主な支援措置



デジタル放送はインターネットとの親和性が高く、

特にIPv6を備えたインターネットと組み合わせること

により、従来の放送コンテンツを放送以外の多様なメ

ディアに流通させることが一層容易になるなど、通信

と放送が融合した新たなサービスの可能性が増してき

ている（図表）。

総務省では、平成13年11月に施行された「通信・放

送融合技術の開発の促進に関する法律」に基づき、通

信・放送融合サービスの基盤となる技術の開発を行う

民間事業者等に対する助成金の交付及びこれらの者の

共用に供する電気通信システム等の整備を行うことに

より、当該技術の開発を行う者を支援し、通信・放送

融合サービスの開発の加速・推進を図っている。

本施策については、通信・放送機構（現在の独立行

政法人情報通信研究機構）を通じて、平成13年度から

インターネットとデジタル放送を併せて利用すること

を可能とする技術（通信・放送融合技術）を開発する

者に対して助成金を交付するとともに、平成14年度か

らは通信・放送融合技術の有効性を実証するテストベ

ッドの構築・運用を実施している。平成15年度には、

三大都市圏における地上デジタル放送の開始に対応し

て、通信・放送融合技術開発テストベッドに地上波デ

ジタル対応設備を増設した。平成16年度も引き続き、

助成金を交付すると共に、テストベッドの運用により、

通信・放送融合技術の開発を行う者の共用に供してい

る。
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通信と放送の融合
通信・放送融合に資する技術開発の促進

通信・放送融合サービスの基盤となる電気通信システムの開発について総合的に支援

33

地上デジタル放送 

センター 

FTTH 
（インターネット） 

図表　通信･放送融合のイメージ図




